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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第37期

中間連結会計期間

会計期間
自 2026年３月１日

至 2026年８月31日

売上高 （百万円） 8,552

経常損失(△) （百万円） △709

親会社株主に帰属する
中間純損失(△)

（百万円） △182

中間包括利益 （百万円） △9

純資産額 （百万円） 3,135

総資産額 （百万円） 9,684

１株当たり中間純損失(△) （円） △2.61

潜在株式調整後１株当たり中
間純利益

（円） －

自己資本比率 （％） 32.4

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △1,825

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 81

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 1,350

現金及び現金同等物の中間期
末残高

（百万円） 1,364
 

 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間連結純利益については、潜在株式が存在するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。

３　当社は、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第36期中間会計期間及び第36期事

業年度について記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

の異動は以下のとおりです。

当中間連結会計期間において、当社は、株式会社コーエンの株式を取得したことに伴い、当中間連結会計期間より

同社を連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリ

スクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について追加すべき事項が生じ

ております。

 
 

（暗号資産の価格変動リスクについて）

当社は、資産運用の一環としてビットコインをビットコイン建てファンドへ出資し、資産の有効活用を図ってお

りますが、暗号資産市場は流動性が高い一方で、価格変動が極めて大きいという特徴を有しております。そのた

め、ビットコインの相場動向及び出資先ファンドの運用成果によっては、当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

 
 

（継続企業の前提に関する重要事象等）

当社は、前事業年度まで８期連続して営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせ

る事象又は状況が存在しております。2026年８月31日時点において、第三者割当による新株予約権の行使が継続し

ていることに加え、当面の事業運営に必要な資金を確保しております。また、収益体質の改善に向けた各種施策を

実行するとともに、既存事業の収益力向上に加え、買取事業やＡＩ関連事業への取り組み、保有資産の有効活用

等、複合経営体としての収益基盤の多角化を進めております。今後、資金繰りに懸念が生じる場合には、多様な手

法による資金調達を検討する方針であり、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められな

いものと判断しております。なお、引き続き収益性の向上及び財務体質の改善に取り組んでまいります。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。
 

(1) 業績の状況

当中間連結会計期間（2026年３月１日～2026年８月31日）におけるわが国経済は、雇用や企業収益、設備投

資などの改善・持ち直しを背景に緩やかな回復基調が続いたものの、物価上昇の継続や国際情勢、金融資本市

場の変動などにより、先行き不透明な状況が続きました。

当社グループの主力事業であるカジュアルウェア業界におきましては、物価上昇の継続により消費者の節約

志向が依然として強く、商品の価値と価格を慎重に見極める生活防衛意識の高まりがみられました。

このような経営環境の下、当社グループにおきましては、グループシナジーを最大限に活かした「既存事業

の再生」と、中長期的な収益基盤を築く「新しい事業の創出」に取り組みました。

主力であるアパレル・ライフスタイル事業におきましては、天候変化に対応した冷感素材「ＳＡ・ＲＡ・Ｒ

Ｉ」や、ボトムスの主力プライベートブランド「マイデニ」の新モデルの投入に加え、ＩＰ・コラボレーショ

ン商品の展開を一層強化するなど、商品施策の拡充を進め、既存ブランドの鮮度と認知度の向上に取り組みま

した。

株式会社コーエンにおきましては、ブランドの強みを再構築し、認知を高めるための商品展開や販促施策を

実施してまいりました。併せて、経営基盤の整備に向けて、各種システムの入れ替えや物流拠点の移管に向け

た取り組みを進めております。

新たな収益基盤の構築に向けた取り組みとして、2026年４月より開始した買取事業については、マックハウ

ス店舗内に買取専門店「幸福屋」を併設するショップインショップ形式で展開しており、既存店舗網を活用し

ながら順次展開を拡大しております。

移動販売サービス「クルふく」につきましては、2025年６月の本格開始から１周年を迎え、全国延べ97施設

を訪問し、延べ約2,800名の方々にご利用いただくなど、福祉施設等への展開を進めております。

さらに、強固な財務基盤の構築と中長期的な資産価値の着実な向上を目指し、当社が保有するビットコイン

をビットコイン建てファンドへ出資し、保有資産の有効活用と新たな収益機会の拡大に取り組んでおります。

当中間連結会計期間におきましても、同ファンドを通じた資産運用を継続いたしました。

これらの取り組みを通じて、既存事業の収益力向上を図るとともに、既存店舗や保有資産、グループ各社の

経営資源を活用した収益基盤の多角化に取り組んでおります。

一方、主力であるアパレル・ライフスタイル事業の売上高が当初計画を下回ったことに加え、会計処理の精

査に伴い、暗号資産取引に係る収益の計上方法を売上高及び売上総利益から除外したことなどを踏まえ、2026

年８月20日に第２四半期（中間期）及び通期の連結業績予想を修正いたしました。

出退店につきましては、ジーイエット株式会社は25店舗の退店により店舗数は155店舗となりました。連結子

会社である株式会社コーエンは、当中間連結会計期間中の出店及び退店はなく、店舗数は74店舗となりまし

た。以上により、グループ全体での当中間連結累計期間中の退店数は25店舗、店舗数は229店舗となりました。

以上の結果、当中間連結会計期間の連結業績は、売上高8,552百万円、営業損失757百万円、経常損失709百万

円、親会社株主に帰属する中間純損失182百万円となりました。

なお、当社グループはアパレル・ライフスタイル事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は

省略しております。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当中間連結会計期間末における総資産は、9,684百万円となりました。

流動資産は、5,398百万円、固定資産は4,285百万円となりました。

流動資産の主な内訳は商品2,648百万円、現金及び預金1,364百万円、売掛金1,023百万円です。

固定資産の主な内訳は投資有価証券2,488百万円、敷金及び保証金1,835百万円です。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における負債合計は、6,548百万円となりました。

流動負債は3,295百万円、固定負債は3,253百万円となりました。

流動負債の主な内訳は１年内返済予定の長期借入金900百万円、買掛金850百万円、未払費用596百万円です。

固定負債の主な内訳は退職給付に係る負債1,118百万円、長期借入金1,000百万円、資産除去債務902百万円で

す。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は、3,135百万円となりました。

内訳は資本金2,553百万円、資本剰余金7,351百万円、利益余剰金△6,942百万円であります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,364百万円となりまし

た。

また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、1,825百万円となりました。

これは主に、仕入債務の減少額1,247百万円、負ののれん発生益664百万円（資金の支出を伴わない費用の計

上）等によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、81百万円となりました。

これは主に、敷金及び保証金の回収による収入287百万円等によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、1,350百万円となりました。

これは主に、長期借入による収入1,000百万円、社債の発行による収入300百万円等によるものであります。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 290,590,500

計 290,590,500
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 89,107,638 92,007,638
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数　100株

計 89,107,638 92,007,638 － －
 

（注）１.「提出日現在発行数」欄には、2026年10月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

２.2026年９月１日から2026年９月30日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が2,900,000株増

加しております。

(２) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

第12回新株予約権

決議年月日 2026年２月24日

新株予約権の数（個） 306,600　[105,000]

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
(株)※(注)１

普通株式　30,660,000　[10,500,000]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※(注)２、
(注)３

602,685,066（注）

新株予約権の行使期間※
自　2026年４月１日
至　2027年４月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額

(注)５

新株予約権の行使の条件※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項※
本新株予約権には譲渡制限は付されていない。但し、本買取
契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の承
認が必要である旨が定められる予定である。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項※

－
 

※発行日時点（2026年３月31日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在（2026年９月30
日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を〔　〕内に記載しており、その他の
事項については発行日における内容から変更はありません。

 
(注)１．新株予約権の目的となる株式の種類

当社普通株式（完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式である。
なお、当社は普通株式の１単元を100株とする単元株式制度を採用している。）

２．新株予約権の目的となる株式の数
本新株予約権の目的である株式の総数は30,660,000株（本新株予約権１個当たり100株（以下「割当株式
数」という。））とする。
なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により割当株式数を調整するものとする。但し、
かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的となる株式の数につい
て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議により、合理的な
範囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。

３．新株予約権の行使時の払込金額
(１)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額（以下に定義す
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る。）に割当株式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨
てる。
 

(２)本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付（当社普通株式を新たに発行し、又は当社の
保有する当社普通株式を処分することをいう。以下同じ。）する場合における株式１株当たりの出資され
る財産の価額（以下「行使価額」という。）は、20円とする。
 

(３)行使価額の修正
行使価額の修正は行わない。
 

(４)行使価額の調整
①当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(3)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行
済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式をもって行
使価額を調整する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行普通株式数

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

②当社は、本新株予約権の割当日後、株式分割又は株式併合により、発行済普通株式数に変更を生じる
場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、本項第(１)号の算式と個別に又
は総称して「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
 

③行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期については、次
に定めるところによる。
(a) 当社普通株式を新たに交付する場合（但し、当社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項
付株式の取得と引換えに交付する場合、当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新
株予約権付社債その他の証券若しくは権利の請求又は行使による場合、本新株予約権の割当日にG
Future Fundに対して普通株式を発行する場合及び当社の株式報酬制度に基づき報酬として交付す
る場合を除く。）、調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられているとき
は、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日が
ある場合はその日の翌日以降これを適用する。

(b) 株式分割又は株式無償割当てにより当社普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式分割
のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当を受ける権利を
与えるための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に
割当を受ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株
式の無償割当てをするときは当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

(c) 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを
発行する場合（無償割当ての場合を含む。）又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若
しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を含む
が、当社のストックオプション制度に基づき当社の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権
を発行する場合を除く。）、調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権若し
くは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初の取得価額又は行使価額で請求又は行
使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものと
し、払込期日（新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当ての場合は効力発生
日）の翌日以降これを適用する。但し、その権利の割当のための基準日がある場合は、その日の
翌日以降これを適用する。上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の
対価が取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発行さ
れた時点で確定していない場合、調整後行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得
請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の
確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式
を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

(d) 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを
含む。）の取得と引換えに当社普通株式を交付する場合、調整後行使価額は、取得日の翌日以降
これを適用する。

(e) 本号①乃至③の各取引において、その権利の割当のための基準日が設定され、かつ、各取引の効
力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としていると
きは、本号①乃至③の定めにかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、
これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本
新株予約権を行使した新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対しては、次の算式
に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。

株式数 ＝
(調整前行使価額－調整後行使価額)×調整前行使価額により当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

この場合に１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。
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④行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が0.01円未満にとどまる
限りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生
し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこ
の差額を差引いた額を使用する。
⑤行使価額調整式の計算については、次に定めるところによる。
(a) 0.01円未満の端数を四捨五入する。
(b) 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がな
い場合は、調整後行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、
当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第(3)号②の場合
には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式
に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとする。

⑥本項第(3)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使
価額の調整を行う。
(a) 当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする株式交換
又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。

(b) その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調
整を必要とするとき。

⑦本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並び
にその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前
日までに本新株予約権者に通知する。但し、本項第(3)号⑤の場合その他適用の日の前日までに前記の
通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額
613,203,066円
(注)別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項により、行使価額が調整された場合には、本新株予約権
の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額は増加又は減少する可能性がある。本新株予約権の
権利行使期間内に行使が行われない場合には、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価
額の総額は減少する可能性がある。

 
５．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額
(１)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価額は、行使請求に係る本新株予約権の行
使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、別
記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とす
る。

(２)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則
第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の
端数が生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の
額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

(４) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年３月31日
（注１）

46,100,000 71,847,638 461,000 2,380,908 461,000 2,280,908

2026年４月１日～
2026年８月31日
（注２）

17,260,000 89,107,638 172,600 2,553,509 172,600 2,453,509

 

 
（注）１．G Future Fund 1号投資事業有限責任組合を割当先とする第三者割当増資によるものです。  

２．期間中における第12回新株予約権の行使による新株発行の合計であります。  

３．2026年９月１日から2026年９月30日の間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が2,900,000株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ29百万円増加しております。
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(５) 【大株主の状況】

2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

Ｇ　Ｆｕｔｕｒｅ　Ｆｕｎｄ１号投資
事業有限責任組合 
 （無限責任組合員トラストアップ株
式会社）

東京都千代田区丸の内２丁目２－１　岸本
ビルヂング６階

52,919 59.5

Ｅｖｏ　Ｆｕｎｄ　
Ｄｉｒｅｃｔｏｒ　Ｌｅｒｃｈ　Ｍｉ
ｃｈａｅｌ
 （国内連絡先）

Ｃ／Ｏ　ＩＮＴＥＲＴＲＵＳＴ　ＣＯＲＰ
ＯＲＡＴＥ　ＳＥＲＶＩＣＥＳ（ＣＡＹＭ
ＡＮ）　ＬＩＭＩＴＥＤ，　ＯＮＥ　ＮＥ
ＸＵＳ　ＷＡＹ，　ＣＡＭＡＮＡ　ＢＡ
Ｙ，　ＧＲＡＮＤ　ＣＡＹＭＡＮ，　ＫＹ
１－９００５，　ＣＡＹＭＡＮ　ＩＳＬＡ
ＮＤＳ
 （千代田区紀尾井町４番１号　ＥＶＯＬ
ＵＴＩＯＮ　ＪＡＰＡＮ証券株式会社）

2,570 2.9

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番21号 1,873 2.1

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 1,599 1.8

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＬＯＮＤＯ
Ｎ　ＢＲＡＮＣＨ　ＦＯＲ　ＰＲＩＭ
Ｅ　ＢＲＯＫＥＲＡＧＥ　ＣＬＥＡＲ
ＡＮＣＥ　ＡＣＣ　ＦＯＲ　ＴＨＩＲ
Ｄ　ＰＡＲＴＹ
（常任代理人　香港上海銀行東京支
店）

１０　ＨＡＲＥＷＯＯＤ　ＡＶＥＮＵＥ　
ＬＯＮＤＯＮ　ＮＷ１　６ＡＡ
 （中央区日本橋３丁目11－１）

830 0.9

ＢＮＹＭ　ＳＡ／ＮＶ　ＦＯＲ　ＢＮ
ＹＭ　ＦＯＲ　ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬ
ＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴＳ　Ｍ　Ｌ
ＳＣＢ　ＲＤ 
　（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）

ＯＮＥ　ＣＨＵＲＣＨＩＬＬ　ＰＬＡＣ
Ｅ，　ＬＯＮＤＯＮ，　Ｅ１４　５ＨＰ　
ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ
 （千代田区丸の内１丁目４番５号　決済
事業部）

655 0.7

海渡　潔 兵庫県三木市 470 0.5

ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯ
ＮＡＬ　ＰＬＣ　Ａ／Ｃ　ＪＡＰＡ
Ｎ　ＦＬＯＷ
 （常任代理人　野村證券株式会社）

１　ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，　ＬＯＮＤＯ
Ｎ，　ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，　ＵＮＩＴＥ
Ｄ　ＫＩＮＧＤＯＭ
 （中央区日本橋１丁目13－１）

381 0.4

ＵＢＳ　ＡＧ　ＬＯＮＤＯＮ　Ａ／
Ｃ　ＩＰＢ　ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ　
ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ
 （常任代理人　シティバンク、エ
ヌ、エイ東京支店）

ＢＡＨＮＨＯＦＳＴＲＡＳＳＥ　４５，　
８００１　ＺＵＲＩＣＨ，　ＳＷＩＴＺＥ
ＲＬＡＮＤ
 （新宿区新宿６丁目27番30号）

380 0.4

株式会社ＳＢＩネオトレード証券
東京都港区六本木１丁目６－１　泉ガーデ
ンタワー29階

310 0.3

計 － 61,991 69.7
 

 

（注）　上記のほか、自己株式が136千株があります。
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(６) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 136,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 88,946,700 889,467 －

単元未満株式 普通株式 24,638 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  89,107,638 － －

総株主の議決権 － 889,467 －
 

 

(注) 上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式55株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2026年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

ジーイエット株式会社
東京都杉並区梅里
一丁目７番７号

136,300 － 136,300 0.15

計 － 136,300 － 136,300 0.15
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

なお、当社は当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりません。

 
２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年３月１日から2026年８月31

日まで）に係る中間連結財務諸表について、HLB Meisei有限責任監査法人により期中レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第36期事業年度 太陽有限責任監査法人

第37期中間連結会計期間 HLB Meisei有限責任監査法人
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１ 【中間連結財務諸表】

(１) 【中間連結貸借対照表】

          (単位：百万円)

          
当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 1,364

  売掛金 1,023

  商品 2,648

  前払費用 124

  貸倒引当金 △235

  その他 474

  流動資産合計 5,398

 固定資産  

  有形固定資産  

   土地 42

   有形固定資産合計 42

  投資その他の資産  

   投資有価証券 2,488

   長期前払費用 0

   敷金及び保証金 1,835

   貸倒引当金 △89

   その他 8

   投資その他の資産合計 4,243

  固定資産合計 4,285

 資産合計 9,684

負債の部  

 流動負債  

  買掛金 850

  電子記録債務 499

  1年内返済予定の長期借入金 900

  未払金 25

  未払法人税等 81

  未払費用 596

  賞与引当金 79

  店舗閉鎖損失引当金 7

  資産除去債務 55

  その他 199

  流動負債合計 3,295

 固定負債  

  長期借入金 1,000

  転貸損失引当金 3

  退職給付に係る負債 1,118

  長期預り保証金 100

  資産除去債務 902

  繰延税金負債 125

  その他 2

  固定負債合計 3,253

 負債合計 6,548
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          (単位：百万円)

          
当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 2,553

  資本剰余金 7,351

  利益剰余金 △6,942

  自己株式 △80

  株主資本合計 2,882

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 182

  退職給付に係る調整累計額 69

  その他の包括利益累計額合計 251

 新株予約権 0

 非支配株主持分 1

 純資産合計 3,135

負債純資産合計 9,684
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(２) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

          (単位：百万円)

          当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

売上高 8,552

売上原価 4,409

売上総利益 4,142

販売費及び一般管理費 ※  4,899

営業損失（△） △757

営業外収益  

 受取利息 0

 受取家賃 66

 暗号資産評価益 93

 その他 29

 営業外収益合計 189

営業外費用  

 支払利息 15

 持分法による投資損失 51

 不動産賃貸費用 61

 その他 13

 営業外費用合計 142

経常損失（△） △709

特別利益  

 負ののれん発生益 664

 店舗閉鎖損失引当金戻入額 10

 特別利益合計 674

特別損失  

 減損損失 86

 店舗閉鎖損失引当金繰入額 7

 特別損失合計 93

税金等調整前中間純損失（△） △129

法人税、住民税及び事業税 53

法人税等調整額 △0

法人税等合計 53

中間純損失（△） △183

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △0

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △182
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【中間連結包括利益計算書】

          (単位：百万円)

          当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

中間純損失（△） △183

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 182

 退職給付に係る調整額 △8

 その他の包括利益合計 173

中間包括利益 △9

（内訳）  

 親会社株主に係る中間包括利益 △8

 非支配株主に係る中間包括利益 △0
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(３) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：百万円)

          当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前中間純損失（△） △129

 減価償却費 1

 減損損失 86

 負ののれん発生益 △664

 持分法による投資損益（△は益） 51

 暗号資産評価損益（△は益） △93

 売上債権の増減額（△は増加） △196

 棚卸資産の増減額（△は増加） 429

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,247

 賞与引当金の増減額（△は減少） △11

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △132

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 35

 ポイント引当金の増減額（△は減少） △4

 受取利息及び受取配当金 △0

 転貸損失引当金の増減額（△は減少） △2

 店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △3

 未払消費税等の増減額（△は減少） 0

 支払利息 15

 賃借料との相殺による保証金返還額 1

 その他 177

 小計 △1,684

 利息及び配当金の受取額 0

 利息の支払額 △15

 法人税等の支払額 △125

 営業活動によるキャッシュ・フロー △1,825

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △64

 無形固定資産の取得による支出 △4

 敷金及び保証金の差入による支出 △5

 敷金及び保証金の回収による収入 287

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

9

 その他 △141

 投資活動によるキャッシュ・フロー 81
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          (単位：百万円)

          当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 長期借入れによる収入 1,000

 社債の発行による収入 300

 社債の償還による支出 △300

 株式の発行による収入 355

 新株予約権の発行による収入 0

 リース債務の返済による支出 △4

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,350

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △392

現金及び現金同等物の期首残高 1,756

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  1,364
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当中間連結会計期間（自　2026年３月１日　至　2026年８月31日）

(1)連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間において、株式会社コーエン及びAIオペレーションズ株式会社を新たに連結の範囲に含め

ております。

 
(2)持分法適用範囲の重要な変更

当中間連結会計期間において、株式会社オルトプラス及びCLANE DESIGN株式会社を持分法適用の範囲に含めて

おります。なお、CLANE DESIGN株式会社については、みなし取得日を2026年８月31日としているため、持分法に

よる投資損益は計上しておりません。

 
(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
 至 2026年８月31日)

役員報酬及び給与手当 1,496百万円

営業地代家賃 1,279百万円
 

 
 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 

 
当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
 至 2026年８月31日)

現金及び預金勘定 1,364百万円

現金及び現金同等物 1,364百万円
 

 

(株主資本等関係)

当中間連結会計期間（自 2026年３月１日 至 2026年８月31日）

(１)配当金支払額

無配のため、該当事項はありません。

(２)株主資本の著しい変動

当社は、2026年３月31日付でG Future Fund 1号投資事業有限責任組合を割当先とする第三者割当増資（金銭

以外の財産による現物出資）を行ったことにより、資本金及び資本準備金がそれぞれ461百万円増加いたしま

した。

また、当中間連結会計期間において第12回新株予約権の行使に伴い新株を発行したことにより、資本金及び資

本準備金がそれぞれ172百万円増加いたしました。

これらの結果、当中間連結会計期間末における資本金は2,553百万円、資本準備金は2,453百万円となっており

ます。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

(１)企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称： 株式会社コーエン

事業の内容： アパレル衣料品および生活雑貨等の企画、製造並びに販売

②企業結合を行った主な理由

当社が推進する「再生と創造」を軸とした事業戦略のもと、株式会社ユナイテッドアローズによるブラン

ドポートフォリオの見直しを契機として、コーエンブランドの再生・再成長を図り、当社グループ全体の

企業価値向上につなげることを目的としたものであります。

③企業結合日

2026年３月２日

④企業結合の法的形式

株式取得

⑤結合後企業の名称

変更はありません。

⑥取得した議決権割合

100％

⑦被取得企業を決定するに至った主たる根拠

当社が金銭を対価として株式を取得したことによるものであります。

(２)中間連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

2026年３月２日から2026年７月31日まで

(３)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（現金）： 200百万円

取得原価： 200百万円

(４)発生した負ののれんの金額及び発生原因

①発生した負ののれんの金額

664百万円

②発生原因

当社が株式会社コーエンの全株式を取得し完全子会社化したことに伴い、取得原価の配分等に係る暫定的

な会計処理を行った結果、発生したものであります。

(５)取得原価の配分等の処理

当中間連結会計期間において、現時点では取得原価の配分が完了していないため、取得原価の配分等に係

る暫定的な会計処理を行っております。なお、当該金額は暫定的に算定されたものであり、今後の取得原

価の配分の確定等により変動する可能性があります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　2026年３月１日　至　2026年８月31日）

 
(１)報告セグメントごとの売上高及び損失の金額に関する情報

当社はアパレル・ライフスタイル事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(２)報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、当中間連結会計期間より、保有する暗号資産を原資としたファンドへの出資による資産運用へ移行

したことに伴い、暗号資産に係る損益の計上方法を売上高から除外いたしました。これに伴い、報告セグメン

トの区分を「アパレル・ライフスタイル事業」の単一セグメントに変更しております。

 
(３)固定資産の減損又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれんの発生）

当中間連結会計期間において、株式会社コーエンの株式を取得し同社を連結の範囲に含めたことにより負の

のれん発生益を664百万円計上しております。なお、負ののれん発生益の金額は、暫定的に算定された金額で

あります。

(収益認識関係)

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

 
当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
 至 2026年８月31日)

小売 8,397

卸売 104

その他 50

一時点で移転される財又はサービ
ス

8,552

一定期間にわたり移転される財又
はサービス

－

顧客との契約から生じる収益 8,552

外部顧客への売上高 8,552
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
 至 2026年８月31日)

　 １株当たり中間純損失（△） △2円61銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する中間純損失（△）
(百万円)

△182

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純損失（△）(百万円)

△182

普通株式の期中平均株式数(千株) 69,937

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在
株式で、前事業年度末から重要な変動があった
ものの概要

－

 

(注）当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当た

り中間純損失であるため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

第三者割当による新株予約権の行使

当社が2026年３月31日に発行した第12回新株予約権（行使価額修正条項付）の権利行使が行われております。

新株予約権が行使され、2026年９月１日から2026年９月30日までに発行した株式の概要は以下のとおりでありま

す。

 

①行使された新株予約権の個数 29,000個

②発行した株式の種類及び株式数　普通株式 2,900,000株

③資本金増加額 29百万円

④資本準備金増加額 29百万円
 

 
以上により、本新株予約権の行使により発行された株式数は累計20,160,000株、資本金及び資本準備金はそれ

ぞれ201百万円増加し、2026年９月30日現在の発行済株式総数は92,007,638株、資本金は2,582百万円、資本準備

金は2,482百万円となっております。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年10月14日

ジーイエット株式会社

取締役会 御中

HLB Meisei有限責任監査法人 
 

　東京都台東区

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大 兼　 宏 章  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渡 邉　 康 二  

 

監査人の結論 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジーイエット

株式会社の2026年３月１日から2027年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年３月１日から2026年

８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益

計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。 

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、ジーイエット株式会社及び連結子会社の2026年８月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫

理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任  

 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。 
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任 

 
監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切

でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。 

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

 
利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
 

(注) １．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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